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*本稿{主.t育ち主任・ 4扇『社会経済システムとその改革 21 !It K~ 1本のあり方をI1¥Jう1(2003年 2月.NIT/!¥J民)に載録された論
x: (第15京:!1b本i下技・旅Jlf方幸・斉藤苧 I1本の紅会経済システムの史的反|刻J)のうち，穐本分判1肺!I叶(農業f部1"1)に加













第 l 表は日本農業に i立lする主要な長l~j指標である。これに基づき日本農業の長期的趨勢を概観
しよう。
第 1表第 l次計lil"Ji-:要指標
iJli:1毛'+' 成長不 人IIWI加率 相[xf'Ukl'[: u白装備不 日[;["Jシェア 食料1'1給率
WfHU 成長率
1889-1900 1.37 0.90 0.96 0.62 0.54 38.1 
1901-1920 1.64 1.60 1.22 0.55 1.15 29.6 
1921-1938 0.99 0.60 1.31 0.42 0.25 203 
1956 2.52 1.70 1.09 0.47 3.42 10.7 79 (1960) 
1970 0.39 
1971-1980 0.15 0.30 1.16 0.37 3.20 4.4 54 (1975) 
1981-1990 0.32 0.40 0.55 0.34 2.53 2.9 53 (1985) 



























種部門に占める割合も 4 割半ば台までfl~ トーした c コメに代わって生産を拡大させたのは、部
門で、は畜、産で、あり、 *1待選古[1門内では野菜であった。 r"lみに1999年現在の農業総生産に占める
コメ、野菜、畜産部門の比率は 3者ほとんど近似し、それぞれ、 26.1%、23.5%、26.1%であ




耕frTIi;llJ (米 lJ!f菜 可~Jn 畜産向1門
1960 80.5 47.4 9.1 6.0 15.2 
1970 73.4 37.9 15.8 8.5 23.2 
1980 67.9 30.1 18.5 6.7 29.9 
1990 72.2 27.8 22.5 9.1 26.8 
1999 73.2 26.1 23.5 8.6 26.1 










































品 11 別1' 1給率は、コメ 95%、小麦 9%、大守~ 4 %、牛肉36%、豚|勾58%となっているほ 1) 
5 )第 I次部門比率:経済全体に r1jめる第 l次部門シェアは、先ず1900年に入って、大きく縮
小を見る (40%弱から20%へ)コそのシェアは敗戦後、ややもちl直した後、高度成長期に、一気
に数パーセントにまで低ドする。[)，[みに、|明治初年 (r明治七年府県果物産表.Dの農産物・原


























































( 4 )本J(i(第 2節第2Jij)の数値{立、速水119931pp. 133ー134に依拠している。































(自)段村の過剰就業状態Wt~ríに|刻する「ダブ}~転換論J (女均i提出 I1980J ) ii就業1ft!だけに 1:まらず、農業機造全体に|主jわる
ものであった


















ha -0.3 -0.5 -1.0 -1.5 -2.0 -2.5 -3.0 3.0-
1955 21.8 17.3 33.7 16.9 6.5 2.3 0.8 0.5 
1960 21.7 17.0 32.7 17.2 6.9 2.5 0.9 。.6
1965 20.7 17.4 32.2 17.3 7.4 2.8 1.1 0.7 
1970 21.0 17.4 31.0 16.8 7.8 3.3 1.4 1.2 
1975 23.2 18.0 29.8 15.1 7.2 3.4 1.5 1.6 













第 1['x[ 生1夜行>Kfdli指数の推移:1874-1940 (1874-1876=100) 
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(資料)村正村 [1966J、「民応物庭先制約指数:1874-1876ij・ウエイト J(p.156)より。
戦前期の米側(第 11χ[) は、全般的には上(f基I湖、起伏に富んだ動きを示していることが









第 2図 生産者米fdli指数の推移:1960-2000 (1995= 100) 
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(資料)友fli[1996] p. 140， 1';(17-2より。
(9) r大IE卜年1Ft燃うjリ小1:慣行訓充当、成』によれば、 '1、1t料騰f品の t'1.l!な要[J，[として、小作料低孫の場介には「他業 Jfi干IJ、
「小作人ノ転業」、「労働ノ都市集中」、「小1'人ノ減少」が、反対に騰貴のJ場合には、 im地不足J、「人IIl¥"l加」を挙げ
ている。都市局;の労働需給動J['jが小作料ヰZに人;きな影響を与えていた様子が判明する。 J{f!孫自IJに見た小作料率が大都r!i)liJ















ったのである c さらにその後、「農業振興地域整備法」改正 (1975年)、「農地利用増進法J
(1980年)も制定され、貸借による七地の流動化がようやく本格的に閥始されることとなった c
高度成長時代を通じて、土地市場整備の法制面で、の対応の遅れが効率的自立経営の発達の障
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(11) 大 ~1"1ìIぬTF附1 プロジェクト(1962 i!- i第 l次構造改汗事業J)、保firli般の LFHの緩和]化、従業J姥法人による農地所{rの市1

































































たりの手均経営規模はその後拡大傾向を辿るが、 10年ごとの拡大率を示せば、 10.1%(1960-1970 
年)、 8.3%(1970-1980年)、 12.7%(1980-1990年上 33.1%(1990-1999年)と拡大の程度は近年
43 
になって顕著であることがわかるつ 1999年の平均経営規模はl.77haで、あった υ 経営規模別農家数
の動向をみても、 1995-2000f!'-の 5年1Jの増減の境目は3.0-4.0ha階層と4.0-5.0ha階層の間にあ


























(14) r平成12年 食料・農業・農村の動向に関する年次報告J(第151同国会提出) p p. 3 -9、 101。
(15) r!d]!ド次報告Jpp. 121、1220
(16) f[!iJff-次報合jp. 1410 

























(18) rdl年次報告Jp. 2450 
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